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政経－1

【問題 1】次の文章を読んで、下の問い（問 1～ 5）に答えなさい。

日本の戦後政党政治において、その後の政治状況を大きく変えるような転換が何度かあった。
第一に挙げられるのが1955年である。いわゆる「55年体制」と呼ばれる、自民党と社会党を軸
とした、戦後日本政治の政党システムを規定したともいえる年である。この55年体制は、左右
社会党の再統一をきっかけに、保守合同が行われたことによって、前者が日本社会党（社会
党）、後者が自由民主党（自民党）としてその構造を確立していくこととなる。

次の転換点は1993年である。およそ38年の長きにわたり継続した55年体制が、このａ1993年
に実施された総選挙の結果を受けて、自民党が下野することになり崩壊するのである。この選
挙結果は、政治腐敗を背景とした汚職事件を契機として、自民党に対する不信が噴出した結果
ともいえる。この選挙後にはｂ非自民連立政権が発足し、ｃ政治改革へと動き出すこととなる。
しかし、この政権は長くは続かず、自民党は1994年に与党へと返り咲き、1996年には自民党総
裁が再度ｄ総理大臣へと就任することとなる。

3 度目の転換点は、再度政権与党の座に復帰した自民党が再び下野することとなった2009年
であろう。この2009年の総選挙の結果は、先に挙げた1993年の結果とは若干質が異なっている。
1993年の総選挙において、自民党は相対的には最大の政党であったが、2009年の総選挙におけ
る民主党は議席の過半数を獲得して

4 4 4 4 4 4 4 4

最大の政党となっている。この2009年の総選挙時には、
「政権交代」という言葉が世の中に響きわたっていた。再び下野した自民党であったが、2012
年の総選挙後には政権を奪還している。

このように、自民党を中心とした戦後日本政治の転換点を見てきたが、その時点における政
党に注目すると、それぞれの時期において大きく状況が異なっていることがわかる。55年体制
下においては社会党が最大野党として存在し、いわゆる一と二分の一政党制と呼ばれるような
状況となり、安定的であったといえるが、第二の転換点期においてはいわゆる新党ブームが起
こり、多党化が進んだ。そして、第三の転換点である2009年の政権交代直前には野党の核とし
て民主党が最大勢力を保持していた。しかしながら、ｅ2022年に行われた参議院議員通常選挙
時点においては、この民主党はすでに存在せず、再度多党化の様相もうかがえる。

政党は、国民の意見を反映させる組織であるといえるが、このような政党の離合集散や変遷
ははたして国民の意思によって行われてきたのであろうか。もし「政治家のため」の政党とな
ってしまっているのであれば、民主主義が形骸化してしまうのではないだろうか。

問 1 　下線部 a に関する記述として最も適当なものを、次の①～④のうちから一つ選びなさい。
1

①　この選挙は、非自民党政権の誕生が予期されたこともあり、有権者の関心も高く、
投票率は70% を大きく超えた。

②　この選挙においては、新党が複数登場したが、これらの新党はいずれも 2 桁の議
席を獲得することはなかった。

③　この選挙で自民党は、定数の過半数を獲得することはできなかったが、200を超
える議席を獲得した。

④　この選挙において、社会党は大勝し、選挙前のおよそ 1 . 5 倍の議席を獲得した。



政経－2

問 2 　下線部 b に関連して、連立政権に含まれる政党の大きさの順番として適当でないもの
4 4 4 4 4 4 4

を、
次の①～④のうちから一つ選びなさい。ただし、政党の大きさは1993年に実施された総選
挙において獲得した議席数とする。また、選択肢において、例えば、A ＞ B の場合、A の
方が B よりも議席数が大きいことを表している。 2

①　社会党＞公明党＞日本新党
②　日本新党＞社会党＞新生党
③　公明党＞日本新党＞新党さきがけ
④　新生党＞公明党＞民社党

問 3 　下線部 c に関連して、
( 1 )　政治改革の一環として行われた選挙制度改革では衆議院議員総選挙の制度に小選挙

区制が導入された。この小選挙区制に関する記述として最も適当なものを、次の①～④
のうちから一つ選びなさい。 3

①　選挙区のサイズが小さいため、大選挙区制に比べて死票が少ないといわれている。
②　選挙区の人口が多ければ、定数は ３ まで認められている。
③　選挙区民の意見が候補者に伝わりやすいため、少数派が尊重される制度であると

いわれている。
④　多数派のみが議席を獲得できるため、選挙の回数を重ねると政党数が少なくなる

といわれている。

( 2 )　この時期に成立した、いわゆる政治改革 4 法と呼ばれる法案について、（ 1 ）の選
挙制度改革（公職選挙法改正法案）以外に成立した 3 法案に含まれないもの

4 4 4 4 4 4 4

を、次の①
～④のうちから一つ選びなさい。 4

①　政治資金規正法案
②　郵政三事業民営化法案
③　衆議院議員選挙区画定審議会設置法案
④　政党助成法案



政経－3

問 4 　下線部 d に関連して、本文中 2 つ目の転換点前後の総理大臣の順番に関する以下の記
述について、

宮澤喜一→ A →羽田孜→ B →橋本龍太郎

( 1 )　空欄 A に入る人物として最も適当なものを、次の①～④のうちから一つ選びな
さい。 5

①　小沢一郎
②　細川護熙
③　武村正義
④　河野洋平

( 2 )　空欄 B に入る人物が所属した政党として最も適当なものを、次の①～④のうち
から一つ選びなさい。 6

①　自民党
②　新生党
③　日本新党
④　社会党

問 5 　下線部 e に関連して、
( 1 )　この選挙を含めた、戦後における参議院議員通常選挙（地方区・選挙区）の投票率

に関する記述として最も適当なものを、次の①～④のうちから一つ選びなさい。
7

①　最も低い投票率は40% を下回った。
②　最も高い投票率は80% を上回った。
③　前回（2019年）の投票率は50% を下回った。
④　今回（2022年）の投票率は60% を上回った。

( 2 )　この選挙の選挙結果に関する記述として適当でないもの
4 4 4 4 4 4 4

を、次の①～④のうちから
一つ選びなさい。 8

①　立憲民主党は改選前の議席数を下回った。
②　改選前に議席を持っていなかった政党は議席を獲得することはできなかった。
③　自民党は改選前の議席を上回った。
④　野党の中で、改選前からの議席を最も伸ばした政党は日本維新の会であった。



政経－4

【問題 2】次の文章を読んで、下の問い（問 1～ 6）に答えなさい。

現代の民主主義国家が最も尊重する概念の一つは「人権」である。このことは、専制国家や
独裁国家、全体主義国家などとの差別化の意図も含まれる。日本国憲法においても、第97条に

「この憲法が日本国民に保障する基本的人権は、人類の多年にわたる自由獲得の努力の成果で
あつて、これらの権利は、過去幾多の試錬に堪へ、現在及び将来の国民に対し、侵すことので
きない永久の権利として信託されたものである。」とあり、基本的人権の尊重の重要性が明記
されていることがわかる。

日本国憲法では、ａ国民の義務と共に様々な人権規定がおかれているが、ｂ自由権・ｃ平等
権・ｄ社会権・請求権・参政権の 5 つに分類することができるといわれている。このうち、自
由権は、国家によって個人の権利が侵害されないように介入を排除するという意味合いで、

「国家からの自由」、参政権は、主に選挙を通じて国政に国民が参加するということで「国家へ
の自由」、社会権は、国家の経済成長と共に生まれた社会的弱者や経済的弱者を守るためのも
のであり「国家による自由」とそれぞれ呼ばれることがある。

このように日本国憲法には多様な人権規定が存在しているが、社会の変化が著しい近年にお
いて、憲法制定時には想定されていなかったために、条文には明記されていない、いわゆる

「ｅ新しい人権」が主張されている。また、グローバル化に伴い、人権を国際的に保護しなけ
ればならないという世界的な要請もあり、ｆ条約や制度・機関作りも進んできている。

問 1 　下線部 a に関連して、日本国憲法に定められたすべての国民が果たすべき義務として 
適当でないもの
4 4 4 4 4 4 4

を、次の①～④のうちから一つ選びなさい。 9

①　普通教育を受けさせる義務
②　憲法尊重擁護義務
③　勤労の義務
④　納税の義務



政経－5

問 2 　下線部 b に関連して、
( 1 )　日本国憲法において信教の自由と呼ばれる権利について、政教分離原則に関係する

訴訟として適当でないもの
4 4 4 4 4 4 4

を、次の①～④のうちから一つ選びなさい。 10

①　津地鎮祭訴訟
②　空知太神社訴訟
③　家永訴訟
④　愛媛玉ぐし料訴訟

( 2 )　日本国憲法において人身の自由と呼ばれる権利に関する記述として適当でないもの
4 4 4 4 4 4 4

を、次の①～④のうちから一つ選びなさい。 11

①　第18条では、どのような場合であっても、犯罪による処罰の場合を除き、人はそ
の意に反する苦役に服させられないことが規定されている。

②　第33条では、どのような場合であっても、人は権限を有する司法官憲が発行する
令状がなければ逮捕されないことが規定されている。

③　第36条では、どのような場合であっても、公務員による拷問や残虐な刑罰は禁じ
られることが規定されている。

④　第37条では、どのような場合であっても、刑事被告人は弁護士を依頼することが
できることが規定されている。

問 3 　下線部 c に関連して、憲法第14条でこれによって差別されないと明記されている文言と
して適当でないもの

4 4 4 4 4 4 4

を、次の①～④のうちから一つ選びなさい。 12

①　人種
②　信条
③　門地
④　年齢

問 4 　下線部 d に関する記述として最も適当なものを、次の①～④のうちから一つ選びなさい。
13

①　生存権の規定は、国民の具体的な権利を定めたものではなく、施策については国
の裁量に委ねられるという考え方を抽象的権利説という。

②　労働者の生存権を保障するために、勤労権や、勤労者の団結権・団体交渉権・団
体行動権、いわゆる労働三権が保障されている。

③　争議権は、その内容から、民間企業の労働者や地方公務員には認められているが、
国家公務員には認められていない。

④　教育を受ける権利を保障するために、国公立学校においては義務教育の 9 年間に
ついては高所得者を除いて授業料を不徴収としている。



政経－6

問 5 　下線部 e に関連して、
( 1 )　いわゆる「知る権利」に関する記述として適当でないもの

4 4 4 4 4 4 4

を、次の①～④のうちか
ら一つ選びなさい。 14

①　知る権利とは、表現の自由における、受け手の権利として考えられ、日本国憲法
第21条を根拠としている。

②　知る権利を保障するために、国の情報公開法が1999年に成立したが、地方公共団
体に適用される情報公開条例はまだ存在しない。

③　2013年には、特定秘密保護法が成立したが、知る権利を侵害する可能性があると
指摘されている。

④　国の情報公開制度においては、国籍や居住地、年齢を問わず情報公開の請求を行
うことができると定められている。

( 2 )　「知る権利」以外の「新しい人権」に関する記述として適当でないもの
4 4 4 4 4 4 4

を、次の①
～④のうちから一つ選びなさい。 15

①　情報化社会の進展に伴い、プライバシーの権利を保護するため、2003年に個人情
報保護関連五法案が制定された。

②　国民の言論の自由を実現するために、マスメディアに対し、国民が参入し利用す
る権利をアクセス権という。

③　人々が生存するにあたり必要な生活環境を求める環境権は、四大公害訴訟以降、
最高裁でも国民の権利として積極的に認めるようになった。

④　自己決定権は、自らの生活や生き方を決定する権利であり、日本国憲法第13条の
幸福追求権を根拠としている。

問 6 　下線部 f に関連して、人権にかかわる国際的な条約が採択された順番として最も適当な
ものを、次の①～④のうちから一つ選びなさい。 16

①　人種差別撤廃条約→女子差別撤廃条約→子供の権利条約
②　女子差別撤廃条約→子供の権利条約→人種差別撤廃条約
③　子供の権利条約→人種差別撤廃条約→女子差別撤廃条約
④　人種差別撤廃条約→子供の権利条約→女子差別撤廃条約
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【問題 3】次の文章を読んで、下の問い（問 1～ 8）に答えなさい。

高度経済成長期、日本では工業部門が著しい発展を見せる一方で、日本経済に占める農業の
割合は大きく低下した。農業と他産業の格差を是正するため1961年 A が施行された。し
かしａこの政策も部分的な効果しか持ち得なかった。国際化と自由貿易の流れの中で、日本の
農業保護政策は転換をせまられ、 B ウルグアイ・ラウンド農業交渉の結果、1993年に米
の部分開放、1999年には C が実施された。国内においても米の自由化がとられ、1995年
にｂ食糧法が施行された。また、ｃ日本の食料自給率が戦後低下傾向にあるという問題に対し
て、政府は2030年までに食料自給率を引き上げる目標を設定した。

問 1 　文中の空欄 A に当てはまる語句として最も適当なものを、次の①～④のうちから
一つ選びなさい。 17

①　食糧管理法
②　農業保護管理法
③　農業基本法
④　農業自由法

問 2 　下線部 a に関連して、「部分的な効果」となった原因に関する記述として最も適当なも
のを、次の①～④のうちから一つ選びなさい。 18

①　食糧管理法による米価の保証が行われていたため。
②　施行直後に発生したオイル・ショックにより農業に大きな影響が出たため。
③　農業では機械化が進まず、農作物の選択的拡大が進まなかったため。
④　同時期に農地改革が行われたため。

問 3 　文中の空欄 B に当てはまる語句として最も適当なものを、次の①～④のうちから
一つ選びなさい。 19

①　IMF
②　JICA
③　TPP
④　GATT

問 4 　文中の空欄 C に当てはまる語句として最も適当なものを、次の①～④のうちから
一つ選びなさい。 20

①　米の全面開放
②　米への関税の賦課
③　米への関税撤廃
④　米以外への関税の賦課
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問 5 　下線部 b に関連して、食糧法が施行されることに伴い廃止された法律として最も適当
なものを、次の①～④のうちから一つ選びなさい。 21

①　農業基本法
②　農地法
③　農業保護法
④　食糧管理法

問 6 　下線部 c に関連して、日本のカロリーベースによる食料自給率（2020年時点）の値とし
て最も適当なものを、次の①～④のうちから一つ選びなさい。 22

①　約17％
②　約27%
③　約37%
④　約47%

問 7 　下線部 c に関連して、日本の食料自給率が低い理由として適当でないもの
4 4 4 4 4 4 4

を、次の①～
④のうちから一つ選びなさい。 23

①　戦後の食生活の多様化
②　食糧管理制度による主食の供給・流通管理
③　食の外部化・サービス化の進展
④　自立農家の増加

問 8 　下線部 c に関連して、低い食料自給率の問題点として適当でないもの
4 4 4 4 4 4 4

を、次の①～④の
うちから一つ選びなさい。 24

①　輸入に頼ることのリスク
②　世界的な食料需要の減少
③　食料の安定供給
④　不測時の食料安全保障
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【問題 4】次の文章を読んで、下の問い（問 1～ 7）に答えなさい。

輸出入や外国証券の売買等、ａ国際間の経済取引を行う際には、外国通貨と自国通貨との交
換が必要となる。外国通貨と自国通貨との間の交換比率はｂ為替レートと呼ばれる。ｃ変動相
場制の下で、為替レートは、 A における外国通貨および自国通貨に対する需要と供給に
よって決定される。

ｄ為替レートはさまざまな要因で変動し、各国の物価、金利、国際収支といった経済の基礎
的条件（ B と呼ばれる。）の動向が重要な役割を果たしている。ｅ為替レートの変動は経
済活動に影響を与え、その変動が大きい場合には、経済に悪影響を及ぼす可能性がある。この
ため、各国の通貨当局は、為替レートの安定化に向けて為替介入（外国為替平衡操作）を行っ
たり、場合によっては他国と協調して実施したりすることもある。

問 1 　文中の空欄 A に当てはまる語句として最も適当なものを、次の①～⑥のうちから
一つ選びなさい。 25

問 2 　文中の空欄 B に当てはまる語句として最も適当なものを、次の①～⑥のうちから
一つ選びなさい。 26

問 3 　下線部 a に関連して、国際収支に関する記述として適当でないもの
4 4 4 4 4 4 4

を、次の①～④のう
ちから一つ選びなさい。 27

①　商品の輸出代金は、貿易・サービス収支に計上される。
②　海外への投資から得た配当や利子は、第一次所得収支に計上される。
③　海外への物資の無償援助は、資本移転等収支に計上される。
④　海外の会社の買収は、金融収支に計上される。

問 4 　下線部 b に関連して、ドルの対円為替レートに関する記述として適当でないもの
4 4 4 4 4 4 4

を、次
の①～④のうちから一つ選びなさい。 28

①　ドルに対して円の価値が高くなることは、円高（ドル安）と呼ばれる。
②　 1 ドル＝100円から 1 ドル＝130円になれば、円安ドル高である。
③　円の供給が多ければ、円高となる。
④　ドルに対する需要が多ければ、ドル高となる。

　①　株式市場　　②　外国為替市場　　　　　③　コール市場
　④　債券市場　　⑤　インターバンク市場　　⑥　短期金融市場

　①　プライマリーバランス　　②　インフラ　　③　コンディショナリティ
　④　ファンダメンタルズ　　　⑤　インフレ　　⑥　コンプライアンス
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問 5 　下線部 c に関連して、国際通貨体制に関する記述として適当でないもの
4 4 4 4 4 4 4

を、次の①～④
のうちから一つ選びなさい。 29

①　ブレトンウッズ体制は、金とドルとの交換を保証し、ドルを基軸通貨とする固定
相場制であった。

②　1971年のニクソン・ショックにより金とドルとの交換が停止され、ブレトンウッ
ズ体制は崩壊した。

③　1976年のキングストン合意で変動相場制への移行が正式に承認された。
④　1985年のプラザ合意の結果、急速にドル高が進行した。

問 6 　下線部 d に関連して、他の条件が一定である場合に、ドルの対円為替レートが変動す
る要因に関する記述として適当でないもの

4 4 4 4 4 4 4

を、次の①～④のうちから一つ選びなさい。
30

①　日本からアメリカへの輸出が減少すると、円高ドル安が進行する。
②　日本からアメリカへの株式投資が増加すると、円安ドル高が進行する。
③　日本の物価が下落すると、円高ドル安が進行する。
④　アメリカの金利が上昇すると、円安ドル高が進行する。

問 7 　下線部 e に関連して、円安ドル高の影響に関する記述として適当でないもの
4 4 4 4 4 4 4

を、次の①
～④のうちから一つ選びなさい。 31

①　円安ドル高が進行すると、日本の輸出は増加する。
②　円安ドル高が進行すると、日本の輸入は減少する。
③　円安ドル高が進行すると、日本の物価は抑制される。
④　円安ドル高が進行すると、日本の購買力は低下する。


